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〔要　　　旨〕

1　ライファイゼンバンクMSはドイツ東北部の人口過疎地の農村を管内とする協同組合銀行であ
り，2010年に最大出力 2MWの太陽光発電を行うソーラー協同組合の設立に貢献した。同バンク
が，太陽光発電事業に関する組合員・地域住民の話し合いの場を提供することで，組合員・地域
住民の合意形成がなされ，さらに，組合員・地域住民がソーラー協同組合へ出資することを推進
したのである。

2　10年 7月に設立されたソーラー協同組合の設備（約450万ユーロ）は，約 8割が公的融資，約 2割
が地域住民の出資で調達された。ソーラー協同組合の12年の事業損益計画では，収入から，公的
融資への借入金利息，事業運営費等が支払われた後，試算された出資配当は約5.6％となる。

3　このソーラー協同組合の取組みでは，固定価格買取制度（FIT）による長期の事業収益の保証や
公的融資を利用することで，地域住民の出資の投資リスクが軽減され，このことが資金調達面で
重要な役割を果たした。さらに，投資計画の作成から事業運営まで，専門請負業者に外注するこ
とで，地域住民は，ソーラー協同組合への出資参加や事業運営参加への抵抗感が軽減されると考
えられる。

4　地域に収益をもたらす再生可能エネルギー事業を協同組合が行う意義は，組合員が出資する際
の信頼性に加え，民主主義的運営といった人的結合体としての協同組合の優位性にある。さらに，
同組合の設立に貢献したライファイゼンバンクMSが，地域に根付く歴史ある協同組合銀行であ
るため，話し合いの場への参集や，ソーラー協同組合への出資の促進，行政との連携等が可能と
なったことも，重要なファクターと思われる。
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店は，郡内第２の市であるヴァーレン市に

ある（第１図）。

管内は，東京都とほぼ同面積の約２千km2

に広がるが総人口は約27万人に過ぎない

（10年12月末）。ドイツにおいて，MV州は

最も人口過疎な州であるが，MV州のなか

でも，同管内はより人口過疎地域である。

人口密度では，ドイツ全体は約230人/km2

で，MV州が71人/km2，ライファイゼンバ

ンクMS管内が50人/km2となっている。

人口は少ないが，管内は国立・州立公園

や生態系保護区が多い自然に恵まれた地域

で，夏季など観光シーズンには多くの観光

客が流入する。管内における観光業は，農

漁業に並ぶ重要な基幹産業である。

（2）　ライファイゼンバンクMSの特徴

ライファイゼンバンクMSは，ドイツの

協同組合銀行を統括するドイツ・ライファ

イゼンバンク・フォルクスバンクグループ

（以下「RVグループ」という
（注1）
）のなかでは，

業務の規模が小さいことが特徴である。

はじめに

2012年７月に，再生可能エネルギーの固

定価格買取制度（Feed-in Tariff：以下「FIT」

という）が日本でも開始され，再生可能エ

ネルギー関連ビジネスの拡大が見込まれて

いる。特に発電事業は，地域が主体的に取

り組めば，収益は地域に還元し，雇用等，

人口過疎地域の地域活性化につながると期

待されている。この地域主体の発電事業の

成立には，地域による合意形成及び資本調

達が要件となる。

本稿は，ドイツの過疎地域の農村を管内

とするライファイゼンバンクが，太陽光発

電事業を行う協同組合の設立に貢献した事

例を紹介する。

1　ライファイゼンバンク
　　MSについて　　　　

まず，ライファイゼンバンク・メクレン

ブルガー・ゼーエンプラッテRaiffeisen-

bank Mecklenburger Seenplatte eG.（以下

「ライファイゼンバンクMS」という）の管内

の特徴等を説明する。

（1）　管内の特徴

ライファイゼンバンクMSは，ドイツ東

北部の人口過疎地にある。その管内は，旧

東独のメクレンブルグ・フォアポンメルン

州（以下「MV州」という）のメクレンブル

ギッシェ・ゼーンプラッテ郡に一致し，本

ＭＶ州

管内

ヴァーレン市

第1図　ライファイゼンバンクMS管内

資料　筆者作成
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ライファイゼンバンクMSの資産合計は

約3.6億ユーロ（以下「€」で表示，１€＝98.37

円換算で，353.5億円となる）で，RVグループ

平均の約6.2億€を大きく下回る（第１表）。

なお，旧東独の協同組合銀行は，旧西独に

比べ資産合計が少ない傾向があり，ライフ

ァイゼンバンクMSは，旧東独内では一般

的な水準にある
（注2）
。同様に，組合員数をみる

と，ライファイゼンバンクMSは約７千人

で，RVグループ平均の約１万２千人を大

きく下回る
（注3）
。このように，ライファイゼン

バンクMSは，業務規模や組織規模におい

て比較的小規模であるが，ユニバーサルバ

ンクであり，銀行業務のほか，証券や保険

等を行っている。
（注 1） ライファイゼンバンク，フォルクスバンク，
シュパルタバンク等の協同組合銀行。

（注 2） 各州の協同組合連合会の資料（ベルリン
市・ブランデンブルグ州を除く）から計算する
と，旧西独の平均総資産額5.8億€だが，旧東独
は4.5億€である。

（注 3） 平均の組合員数はBVR（2011）に依拠。

2　ヴァーレン市市民ソーラー
　　協同組合　　　　　　　　

（1）　ソーラー協同組合の組織

「ヴァーレン市市民ソーラー協同組合

Bürgersolargenossenschaft Waren （Mü-　

ritz） eG.」（以下「ソーラー協同組合」という）

は，2010年７月６日に設立された。ソーラ

ー協同組合の機構は，理事会（Vorstand）（２

名），監査役会（Aufsichtsrat）（５名），組

合員総会からなる
（注4）
。理事は，ライファイゼ

ンバンクMSの理事が兼務している。また，

設立時の組合員185名の約８割はライファ

イゼンバンクMSの組合員でもある
（注5）
。

ソーラー協同組合には職員が居ない。事

業の運営は、管理を理事が，業務を外部の

専門請負業者が行っている。理事には，年

間2,500€が支払われ，その役割は対外交渉

や広報以外にも，パソコンに発電施設から

送られる発電量をチェックし，異常時には

担当の専門請負業者に連絡することである。

その他の業務（投資回収のシミュレーショ

ン，設備設計，施工，設備管理等々，専門的

現金・小切手
金融機関への債権
顧客への債権
有価証券
外部出資
固定資産
その他財産
資産合計

1,339
6,220

35,696
16,128
1,013
754
939

62,089

2.2
10.0
57.5
26.0
1.6
1.2
1.5

100.0

1,412
13,385
10,627
9,143
357
791
218

35,934

3.9
37.2
29.6
25.4
1.0
2.2
0.6

100.0

第1表　RVグループ平均とライファイゼンバンクMSの貸借対照表（2010年）

RVグループ平均 ライファイゼンバンク
MS  　　　

RVグループ平均 ライファイゼンバンク
MS  　　　構成比 構成比

金融機関への債務
顧客への債務
譲渡性の無記名債権証券
利益参加証券
自己資本
その他債務

負債・資本計

8,846
44,525
2,380
114

3,188
3,036

62,089

14.2
71.7
3.8
0.2
5.1
4.9

100.0

3,198
29,104
－
－

1,994
1,638

35,934

8.9
81.0
－
－
5.5
4.6

100.0

構成比 構成比

　（単位　万€，％）

資料　ライファイゼンバンク・フォルクスバンク全国中央会『
』，Raiffeisenbank Mecklenburger Seenplatte eGの貸借対照表から作成

Jahrebericht 2011 des Bundesverbandes der Deutschen
Volksbanken und Raiffeisenbanken
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売電先は，（有）ヴァーレン市営企業Stadt- 

werke Waren GmbHである。同市営企業

は，電力供給のほか，ガス，水道，地域暖

房サービスを担当する。なお，売電した電

力は，農村地域よりも需要が大きい都市部

で消費されることも多いとのことである。
（注 7） 中国Astronergy社の多結晶太陽電池モジ
ュールCHSM6610Pシリーズの225型。

3　ライファイゼンバンクMS
　　によるソーラー協同組合の
　　組織化への貢献　　　　　

ここでソーラー協同組合の設立のきっか

けとなったライファイゼンバンクMSが行

っている地域ミーティング，及びソーラー

協同組合への出資に関するライファイゼン

バンクMSの貢献についてふれたい。

（1）　話し合いの場の提供

ライファイゼンバンクMSは，09年から

組合員対象の地域ミーティングを開催して

いる。同取組みの背景は，近年，地域住民

のコミュニケーションが希薄化し，組合員

や地域住民の考えを把握しづらくなったこ

とである。

この地域ミーティングのテーマは，組合

員や地域住民の暮らしにかかわるもの全般

で，後見人制度や振り込め詐欺対策などの

銀行業務に関連するテーマから，食生活や

太陽光発電技術などのテーマについて話し

合われている（第２表）。さらに，出席者の

アンケートから，次回のテーマを決定する

な事業運営）は，７社の専門請負業者が行

う
（注6）
。
（注 4） 理事は監査役会が任命し，監査役会は総会
で選出される。

（注 5） 12年 5月 2日に着工した施設拡大用に，追
加出資を募集したため，組合員数は増加した。
また，ソーラー協同組合の組合員資格は，定款
に，同郡の住民，もしくは，同ライファイゼン
バンクの組合員であると規定される。

（注 6） 企画コンサルタントは（有）BSV Völkert, 
Werbe- Licht Dr.Jahn社及び（有）Solmotion
社，事業管理や事業収支管理は請負事業者であ
る（有）vis solis社，配電電圧と接続関係は（有）
Elektro Schluz社が担当する。多くは州内にあ
る。

（2）　ソーラー協同組合の発電施設

ソーラー協同組合は，10年10月に設備の

施工を開始し，同年12月に発電事業を稼働

した。敷地は，96年まで旧ソ連軍の軍用地

であった市有地を，理事が市と相談の上，

事業収入の２％で借りている。

発電設備は，最大出力２MW（2000kW）

で，中国製である
（注7）
。６haの敷地に，445枚

の太陽光パネル（１枚3.3m×10m）が並ぶ

が，地域が環境保全地区であることから，

その間隔は，野生動物への配慮から，より

広くとっている。

ソーラー協同組合の太陽光パネル
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ることとなり，地域住民に原発事故の被害がよ
り身近に感じられたことが背景にあるとのこと。

（2）　組合員・地域住民へソーラー協同

組合への出資を推進

ソーラー協同組合の資金調達は，初期投

資額の450万€のうち，300万€は公的金融

機関の復興金融公庫（Kreditanstalt für 

Wieder-aufba：以下「kfW」という）からの

融資を利用し，10万€をライファイゼンバ

ンクMSが法人組合員として出資し，残り

の140万€を地域住民からの出資で資金調

達した。

ソーラー協同組合へ地域住民が出資した

要因は，太陽光発電事業という環境保全的

活動に参加しながら，後述のように高い期

待利回りによる資産運用が行えた仕組みに

ある。この点は，より良い社会を求めつつ，

参加者への過度の経済的負担を強制しない

協同組合の理念と合致しており興味深い。

ライファイゼンバンクMSは，ソーラー

協同組合への出資を推進し，出資の受付を

担当した。ライファイゼンバンクMSの店

舗には，ドイツの他の銀行と同様にアドバ

イザー（Berater：窓口担当者で資産運用の

相談を含めた総合的な顧客対応を行う）がお

り，そのアドバイザーが，組合員や利用者

に，ソーラー協同組合への出資を促した
（注9）
。

ソーラー協同組合への出資は，期待利回

りが約６％と高く，公募から３か月で全出

資口が埋まった。出資者は，１口100€の出

資を，最低25口（2,500€）から最大1,000口

（10万€）まで出資できる。この出資金は，

最低５年間は引きあげることができない。

ため，テーマの発案は組合員である。地域

ミーティングは，管内２店舗で同日開催さ

れる。

この地域ミーティングで10年春季に，太

陽光発電技術について議論されたことが，

ソーラー協同組合の組織化の発端となった。

背景には，原油価格の高騰や異常気象があ

った。

この10年春季の地域ミーティングには，

太陽光発電設備の専門家から，FITと州政

府の補助制度のもとでの太陽光発電事業の

収益性について説明があった。このミーテ

ィングで一気に地域におけるソーラー協同

組合設立の機運が高まった。

さらにソーラー協同組合設立後は，組合

員対象の地域ミーティングとは別に，広く

地域住民を対象としたライファイゼンバン

クMSとソーラー協同組合共催のミーティ

ングにより，再生可能エネルギーに関する

情報提供や意見交換の推進が行われてい

る。11年３月の福島第一原発事故後，再生

可能エネルギーを求める声はより高まって

おり，その高まりが後述する12年５月の設

備拡張につながっていると思われる
（注8）
。

（注 8） ヴァーレン市は青森県六ヶ所村の友好都市
であるため，原発事故報道のなかで六ヶ所村の
核燃料再処理工場についても地域で広く知られ

第2表　地域ミーティングのテーマ

テーマ
09年
10　

11　

秋季
春季
春季
秋季

後見人制度
太陽光発電技術
振り込め詐欺対策
健康と食生活

資料　ライファイゼンバンクMSのHPから作成

時
期
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収入は，年間発電量（約185万kW時を計

画）に固定買取価格（28.43セント/kW時）

をかけ合わせた約54万€（円／€）とな
　（注11）
る。

発電量（計画）は，前年実績から作成され

るが，12年１～４月の発電量（実績）が計

画値を上回っていることから，年間計画は

達成される見通しとのことである。

支出は43万1,151€で，その内訳は，KfW

からの公的融資への借入金利息（利子率

3.4％）が12万4,428€，事業運営費は５万

8,973€，減価償却費は24万7,750€である。

なお，事業運営費のうち，市用地の借地料

（収入の２％で12年は約１万€），理事報酬

５千€を除いた3.5万€が，専門請負業者に

委託料として支払われていると思われる。

収入から支出を除いた税引前当期純利益

は10万8,849€で，協同組合法でその１％を

法定準備金として積むことが規定されてお

り，法定準備金（12年は1,088€）と税金費

用の２万3,915€とを税引前当期純利益から

差し引いた８万3,846€が当期剰余金となる。

ここから，組合員出資金（150万€）に対す

る出資配当が支払われるが，仮にすべてが

出資配当に充てられるとすれば，12年は

5.59％程度と試算され
　（注12）
る。

（注11） 10年10月以降，固定買取価格は25.38セント
/kW時となったが，行政への届出が10年前半で
あったため，固定買取価格は改定前の28.43セン
ト/kW時となった。

（注12） ソーラー協同組合の資料には，収入，支出，
税金費用のみが記載され，本稿では定款から法
定準備金を計算し，当期剰余金を推計し，さら
に出資配当を計算した。

なお，この約６％の利回りの水準は，条件

が良いとされるオンライン専用銀行の５年

定期預金商品（金利４％）と比べても，資

産運用の点から十分魅力的と思われ
　（注10）
る。

なお，ソーラー協同組合は，定款で，脱

退時に組合員は，出資額を超えて，つまり

内部留保や準備金等への請求権は持たない

と規定される。このことから，組合員の脱

退が，ソーラー協同組合に与える影響は，

組合員出資に限定されている。
（注 9） ライファイゼンバンクMSは，定款で員外
利用を許可しているため，ソーラー協同組合の
出資の推進対象は，員外の地域住民も含まれる
と思われる。

（注10） ドイツ版Googleで，10万€を 5年間預け入
れる定期貯金で検索（12年 5月22日）。

4　ソーラー協同組合の事業収支

以下は，ソーラー協同組合の事業収支に

ついて，12年の事業損益計画から説明する。

（1）　2012年事業損益計画

第３表にソーラー協同組合の12年の年間

損益計画を示した。

第3表　2012年の事業損益計画

金額
収入（A）
支出（B）
借入金利息（kfW）（3.4％）
事業運営費
減価償却費
税引前当期純利益（C）＝（A）－（B）
法定準備金（Cの1%）
税金
当期剰余金
出資配当（推計）

540,000
431,151
124,428
58,973

247,750
108,849
1,088

23,915
83,846
5.59%

資料　聞き取り調査（12年3月20日）から作成

（単位　€）
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2000年４月施行の再生可能エネルギー法

（Gesetz für den Vorrang Erneuerbarer 

Energien〈Erneuerbare-Energien-Gesetz〉）

では，12年１月～６月30日までに稼働した

施設からの太陽光発電の固定買取価格は，

18.76セント/kW時で，ソーラー協同組合

の第２期投資計画も，この固定買取価格を

もとに計算していた。なお，この固定買取

価格は，10年に稼働した設備に適用される

28.43セント/kW時から10セント/kW時程

少ないが，発電設備の費用の縮小から，収

益の蓋然性はあると判断されてい
　（注13）
た。

しかし，日本でも報道されていたように，

３月29日に連邦議会は，太陽光の固定買取

価格を，12年４月１日以降，当初の18.75セ

ント/kW時からさらに３割下げる再生可能

エネルギー法の改正法律案を決定したが，

ソーラー協同組合の設備拡張は特例的に，

６月30日までの始動を条件に，計画通りの

18.76セント/kW時での売電が行政から認

められた。連邦議会での法律案の決定に先

駆けて，建築詳細計画Bebauungsplanをヴ

ァーレン市に提出しており，また市からの

認可を既に受けていたからである。もし，

このような特例が認められなかったら，設

備拡張は行わなかったとのことである。
（注13） ソーラー協同組合の初期投資では， 1 kWP
（平均して 1 kWの発電能力）の出力に2,350€を
要したが，第 2期投資では，1,335€まで下がった。

5　考察

本取組みから，資本調達面における地域

主体の再生可能エネルギー事業の成立要因

（2）　設備の経年劣化による収支状況の

変化

ソーラー協同組合は，10事業年度までは，

年間平均0.1％の，また11事業年度以降設備

の耐用年数が切れる20事業年度までは年間

平均0.2％の，発電量の低下率を見込んでい

る。２事業年度目である12年の発電量（185

万kW時）から，設備の経年劣化による収入

の減少を算出すると，最終事業年度の2030

年には，収入が51.6万€となり，出資配当の

縮小が想定される。

しかし，ソーラー協同組合では，FITで

買取価格が固定されている20年間のうち，

13～14年目でKfW融資を完済する見込みで

あり，それ以降のKfW融資への借入金利息

の支払いは発生しない。このため，むしろ

出資配当は現在の水準より上昇が見込まれ

ているとのことである。

（3）　第 2期投資計画による設備拡張

前述の福島第一原発事故後の地域におけ

る再生可能エネルギーを求める声の高まり

により，ソーラー協同組合は，12年５月に

現在の設備（６ha）に隣接する土地（13ha）

における設備拡張に着手した。この設備拡

張により，ソーラー協同組合は，発電能力

が3.5MW（3,500kW）向上し，総発電能力

が5.5MW（5,500kW）となる。この設備拡

張のための第２期投資額は，約510万€だ

が，そのうち410万€は初期投資同様に

KfWの公的融資を利用し，残り100万€を

ソーラー協同組合の組合員もしくは新たに

加入した新規組合員からの出資で賄う。
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者は，個人，NPO組織，自営業者，私人が

大株主となる企業（外国企業を含む），地方

自治体や教会団体が有する事業体，投資信

託と幅広
　（注16）
い。

再生可能エネルギー事業に地域が主体的

に取り組む際の日独の最大の違いが，公的

融資にある。日本では，地域が主体となり

再生可能エネルギー事業に取り組むNPO組

織等を組織化しても，それらへの公的融資

がない。現行では，日本政策金融公庫中小

企業事業部の「環境・エネルギー対策資金」

（融資限度額7.2億円），及び日本政策金融公

庫国民生活事業部の同内容の資金（同7,200

万円）が，再生可能エネルギー事業に関す

る公的融資とされるが，前者は十分な融資

額があるものの，融資対象は中小事業者に

限られ，非営利団体は対象外となる。一方

小規模事業者やNPO組織，個人を融資対象

とする国民生活事業部の資金は限度額が小

さい。

竹濱（2010）によると，ドイツにおける

企業もしくは協同組合の太陽光発電事業の

場合，初期投資額に占める自己資本比率は

０～30％程度で，多くは公的融資を含む融

資が資金調達の中心となっている。日本で

地域主体の再生可能エネルギー事業を拡大

するには，資金調達面での支援が急務であ

る。

最後に，外部の専門請負業者は，投資計

画作成から実際の事業運営まで担当し，未

経験者である地域住民が担当し得ない業務

は外注化している。専門業請負業者が作成

した投資計画は信用度が高く，地域住民か

は，FIT，公的融資，外部の専門請負業者

の存在と考えられる。FITが長期の事業収

益性を保証するなか，公的融資を利用する

ことで，地域住民の出資における投資リス

クは軽減するため，地域住民は，ソーラー

協同組合へ出資しやすくなる。さらに，投

資計画の作成から事業運営まで，専門請負

業者に外注することで，事業経験がない地

域住民は，ソーラー協同組合への出資参加

や事業運営参加への抵抗感が軽減されると

思われる。

まず，FITは，20年間の再生可能エネル

ギーによる売電収入を補償し，事業収益性

を保証す
　（注14）
る。もちろん，前述のように固定

買取価格が，制度改正で一気に低下する制

度リスクも高い。しかし，FITの固定買取

価格は，ドイツの場合は，銀行借入金利（自

己資本０～30％程度の場合），メンテナンス

費用，経年劣化による収支状況の変化を考

慮に入れても，６％の収益を確保するよう

な制度設計がなされてい
　（注15）
る。

次に，KfWの公的融資の利用で，地域住

民は総投資額の一部を出資すればよく，そ

のため，事業規模に比べた投資リスクは軽

減される。KfWの公的融資とは，再生可能

エネルギープログラム「再生可能エネルギ

ー・スタンダード／プレミアム／地熱利用

（Erneuerbare Energien-Standard/-Premium/-

Tiefengeothermie）」のことである。この融

資枠における融資額は，申請者ごとに，純

投資額（付加価値税を除く）の100％まで，

かつ2,500万€以下とされる。融資額は，事

業性資金として申し分ない上に，融資対象
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達面での成立要因等に加え，地域住民間で

の合意形成を促進したと考えられる。

さらに，地域の合意形成には，12年で創

立150周年を迎える地域に根付くライファ

イゼンバンクMSが貢献している。1862年

にフォルクスバンクとして創立し，戦後は

社会主義の統制体制に組み込まれた同銀行

は，1990年の東西ドイツ再統合後，ライフ

ァイゼンバンクMSとして再出発し
　（注18）
た。こ

の際，元のフォルクスバンクではなく，ラ

イファイゼンバンクとなったのは，経済弱

者を支援する協同組合銀行という企業イメ

ージがより強く，当組合の事業方針と合致

したからである。

このようにライファイゼンバンクMSは，

歴史ある協同組合銀行であるため，①地域

住民を話し合いの場へ参集，②地域住民へ

のソーラー協同組合への出資の推進，③行

政との連携といった面でソーラー協同組合

をサポートした。なお，ライファイゼンバ

ンクMSは，最大口数の1,000口（10万€分）

を有する法人組合員ではあるものの，出資

配当以外，ソーラー協同組合から得られる

らの資金調達を促進したと思われる。ま

た，例えば，太陽光発電施設の製造メーカ

ーが投資計画の作成を行った場合に比べ，

投資計画の作成に特化した専門請負業者を

利用することで，コストパフォーマンスが

良い施設整備を選択することが可能になる

と考えられる。
（注14） 竹濱（2010）参照。
（注15） 竹濱（2010）参照。
（注16） KfW HP参照。

おわりに
―協同組合が地域主体の再生可能

エネルギー事業に取り組む意義―

ソーラー協同組合は，法的形態を協同組

合とした理由を，①株式会社と違い，出資

配当よりも組合員が利用するサービス供給

の内容を目的とすること，②組合員が一人

一票制により民主主義的に運営し，組合員

が出資者であること，③組合員の参加・脱

退の自由が規則化されていること，④脱退

時の出資金返金が保障されること，⑤ドイ

ツ協同組合法の下，外部監査を義務付けら

れ，健全な経営が営めること，と明示して

い
　（注17）
る。

このようにソーラー協同組合は，人的結

合体としての協同組合の優位性から，その

法的形態を協同組合とした。ここでの協同

組合の優位性は，経営の健全性等組合員が

出資する際の信頼性を高める要素と，民主

主義的運営という意思決定過程への参加の

平等性をあげている。後者の民主主義的運

営については，「５考察」で述べた資本調

第2図　ソーラー協同組合の事業スキーム

ライファイゼンバンクMS

行政・市営企業KfW

ソーラー協同組合
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資料　聞き取り調査（12年3月20日）から作成
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こでの，フォルクスバンクかライファイゼンバ
ンクかは，単に名称の問題である。
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（おだ　しほ）

収入はない。

本稿で述べたライファイゼンバンクMS

の取組みは，日本の農協や生協といった協

同組合の取組みと比べ特別なことではない。

実際に，日本の農協や生協も，地域の意見

をまとめ上げて，新たな事業化をしている。

その例として，農協や生協の介護保険事業

があり，小水力や風力発電といった再生可

能エネルギー事業がある。

公的融資等の再生可能エネルギーの資本

調達面への政策的なサポートがあれば，日

本でも，地域主体の再生可能エネルギー事

業の拡大はより促進されると思われる。そ

の際，そのガバナンスとして，地域からの

信頼性が高いプラットフォームとして，協

同組合の重要性が高まる可能性があり，今

後は，日本における再生可能エネルギー分

野における協同組合の動向についても注視

したい。
（注17） ライファイゼンバンクMSのHP参照。
（注18） ライファイゼンバンク，フォルクスバンク，
シュパルタ銀行，PSD銀行等の協同組合銀行す
べては，同一の連合会構造を構成しており，こ
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